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【論文要旨】
本論は，中小製造業に適応可能と想定される競争優位理論を，企業事例に当てはめて検証したも
のである。近年，経済環境の変化の中で中小製造業の間における格差が生じ，また，既存の競争優
位を維持し続けることも難しくなりつつある。このことは，中小製造業がより一層厳しい競争に直
面していることを物語っており，何らかの抜本的な対策を講じる必要があると考えられる。
こうした状況に企業がおかれている中で，唯一の競争優位を様々な手法で維持するのではなく，
複数の一時的な競争優位を継続的に取得するという新たな考え方が近年生まれてきた。この理論で
は，経営環境や市場の動向を冷静に読み取り，組織構造や取扱事業の変更などを必要な時期に実践
していく生き残り手法が模索されている。つまり，中小であることから生まれる経営の柔軟性・機
動性を発揮しやすい中小製造業にとって，当該理論が適しているものと仮定し，本論はインタビ
ュー調査で収集した事例に基づく分析を行った。その結果として，中小製造業の中でも，取引構造
や取扱製品などに現状，優位性を持たない企業ほど，実践する必要性があることを明らかにした。
【キーワード】 中小製造業，中小企業観，競争優位，一時的な競争優位，取引構造
はじめに
本論は，近年の厳しい経営環境下にある中小製造業にとって，一時的な競争優位を連続して獲得
する理論の導入可能性について，検証するものである。
さて，競争優位獲得の理論としては，マイケル・ポーター（Michael Porter）が提示した競争優
位の理論が最も有名であり，長年にわたって企業の経営戦略にとって重要な考え方として研究され
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てきた。それらは，差別化やコストリーダーシップ，集中化といった戦略に基づき，顧客から優先
されるような他の企業との違いを市場で獲得，維持し続ける手法を模索するものであった。
しかし，製造業においては，近年，製品ライフサイクルの短縮化が進み，安定した競争優位を維
持し続けることが難しい状況にある。グローバル市場の拡大に伴う既存の取引構造の再編も，この
厳しい状況を後押ししている。また，テクノロジーの進歩によって革新的な技術に裏付けられた機
械設備が普及している今日，最新鋭の機械設備を導入すれば，どの企業も同一品質の製品が製造で
きるといった，いわゆる製品のコモディティ化も進んでいる。こうした経営環境では，大企業と比
べて規模の経済で不利な立場にある中小製造業は，今後，更なる苦境に立たされる可能性が高い。
こうした中，マグレイス（McGrath）が提示した，経営環境に合わせて企業が保有する競争優
位を切り替えていく戦略，すなわち，一時的な競争優位を連続して獲得し続けるという理論には，
中小製造業の経営特質に合致する要素が数多く見受けられる。つまり，継続的な変化への適応力
や，迅速な経営判断に基づく市場への参入と撤退などについては，経営の柔軟性・機動性を発揮し
やすい中小製造業への応用可能性が高い。そこで本論は，実際の中小製造業が自社の競争優位をど
のように創出しているのか，事例を用いて検討するとともに，中小製造業に必要な競争優位戦略に
ついて明らかにしたい。
第章 拡大する規模間格差と中小製造業の競争優位
第節 変貌する中小企業観と中小製造業の現状
近年の経営環境の中で，中小製造業は苦境に立たされている企業が減ったとする見方が出始めて
きた。2016年版の中小企業白書では，個々の企業の稼ぐ力が重要視されたことからも，中小企業
を“保護すべき集団”とする観点はほとんど残っていない。
百瀬（2000）によれば，中小企業に対する視点が経済的弱者から「活力ある多数派」へと位置
づけが変わったのは，1980年代の中小企業政策審議会での意見答申からである。こうした見解の
変化は，70年代における海外市場拡大に伴う輸出需要への対応や，中小企業が自身の特徴である
フットワークの軽さ，創造性を基に大企業との直接的な競争を増加させた影響を受けてのものであ
った。実際，産地に関する研究を振り返ってみると，70年代の輸出全盛期に国際的な市場に進出
していったのは大企業だけではなく，日本各地で展開していた中小規模の産地企業群も多数存在し
たのである。
その後，1999年に中小企業基本法の改正が行われた時，中小企業政策審議会答申では中小企業
に対して，『◯市場競争の苗床，◯イノベーションの担い手，◯魅力ある就業機会の創出の担い
手，◯地域経済社会発展の担い手』といった 4 つの役割が付与され，経済的弱者という視点はま
すます薄れたのである。
このような中小企業に対する新たな見方は，高度経済成長期を経て起こり，近年より拡大したグ
ローバル市場においても重要な着眼点とされている。事実，近年の中小企業に関連した文献でも，
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図表 製造業規模別の企業数及び構成比の推移（～年)
年 度 2009年 2014年 変 化 率
従業員規模 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比
4～9 人 77,871 42.5 61,585 38.6 －20.9 －9.2
10～19人 46,063 25.1 41,547 26.0 －9.8 3.6
20～29人 22,182 12.1 20,349 12.7 －8.3 5.3
30～49人 13,520 7.4 13,216 8.3 －2.2 12.2
50～99人 12,200 6.7 11,747 7.4 －3.7 10.6
100～199人 6,483 3.5 6,253 3.9 －3.5 10.7
200～299人 2,028 1.1 1,971 1.2 －2.8 11.6
300人以上 3,058 1.7 3,068 1.9 0.3 15.2
製造業全体 183,405 100.0 159,736 100.0 －12.9
資料経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室「工業統計調査（企業統計編）」各年版より作成。
グローバル市場に進出する方法論を展開し，国際競争に打ち勝つ手法を論じたものが数多く見受け
られる。
また，中小企業庁が提示している稼ぐ力を保持している中小企業が選択すべき具体的な戦略とし
ては，変化を続ける発展途上国の富裕層，中間層の需要を取り込むことが挙げられている。この
他にも，中国を中心としたアジア地域へ日本の製造業が工場移設を進めた結果，中間財に関連した
市場がアジア地域全体で発展してきている点も，中小企業，特に中小製造業がグローバル市場を
ターゲットとして発展していく戦略を後押しするものとされている。
しかし，こうした中小企業に対する見方は，いわゆる稼ぐ力を保持している中小企業に偏ってお
り，稼ぐ力を保持していない経営課題を抱える企業群の存在が軽視されすぎている。言い換える
と，中小製造業の間に生じている格差に対する視点とその対応策については，考慮されていないの
である。
そこで，こうした中小製造業の間に生じている格差の存在を明らかにするために，近年の中小製
造業の現状について，2008年のリーマンショックの影響が表出して以降の2009～14年までの変化
をみていく。まず，従業員規模別の事業所数は（図表 1 参照），製造業全体の2009～14年までの変
化率は12.9減少であったが，4～9 人ではこの数値を大幅に上回る20.9の減少であった。結果
的にこの規模の中小製造業群はすべての規模の中で最も減少してしまった。しかし，10人以上の
全ての規模でも変化率は減少傾向にあったが，製造業全体の2009～14年までの変化率よりも低い
減少にとどまり，中でも30～49人は2.2の減少と大企業より変化が少なかった。その結果，事業
所数の構成比を縮小させたのは 4～9 人のみで，それ以外の規模ではすべて拡大したのである。
次に，従業員数については（図表 2 参照），製造業全体の2009～14年までの実数の変化率は3.6
の減少であったが，4～9 人ではこの数値を大幅に上回る19.2も減少した。次いで，10～19人
では9.7減少，20～29人では8.2減少で，製造業全体よりも減少した。その結果，この 3 つの規
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図表 製造業規模別の従業員数及び構成比の推移（～年)
年 度 2009年 2014年 変 化 率
従業員規模 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比
4～9 人 476,011 6.3 384,548 5.3 －19.2 －16.2
10～19人 628,154 8.4 567,377 7.8 －9.7 －6.3
20～29人 541,309 7.2 497,046 6.9 －8.2 －4.7
30～49人 524,652 7.0 514,115 7.1 －2.0 1.7
50～99人 848,522 11.3 818,969 11.3 －3.5 0.1
100～199人 895,798 11.9 863,100 11.9 －3.7 0.0
200～299人 491,891 6.6 477,901 6.6 －2.8 0.8
300人以上 3,098,948 41.3 3,110,865 43.0 0.4 4.2
製造業全体 7,505,285 100.0 7,233,921 100.0 －3.6
資料経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室「工業統計調査（企業統計編）」各年版より作成。
模の製造業では構成比も縮小してしまった。しかし，30人以上の規模では，いずれも製造業全体
の2009～14年までの変化率と同じ程度か小幅な減少に留まり，結果的に従業員数の構成比を拡大
した規模もある。特に，2009～14年までの実数の変化率で30～49人は2.0減少だが，構成比でみ
ると1.7ほど増加している。50～299人の三つの規模では，3.5，3.7，2.8と実数で減少し
たが，構成比はいずれもほぼ横ばいである。リーマンショック後に多くの企業で従業員数が減少
し，規模が小さいほどその傾向が強いことがわかる。なお，300人以上の大企業は，構成比を拡大
してはいるが，2009～14年の実数の変化率は事業所数で0.3増加（図表 1 参照），従業員数では
0.4増加とほぼ横ばいであり，各年新卒採用を行うことの多い大企業での人材不足，あるいは人
材が不必要となっている様相がうかがえる。
以上のことから，中小製造業の間でも近年，規模の違いに伴う事業内容や経営特質，業態などの
違いにより格差が拡大し，その結果が数値として表れてきている。
最後に，2008年のリーマンショック以降の2009～14年までの従業員規模別の製造品出荷額等に
ついてみていくと（図表 3 参照），4～9 人は実数で2.3減少したが，この規模を除く全ての規模
で製造品出荷額等が増加し，製造業全体としても16.6増加した。中でも，200～299人は25.5
の増加，300人以上は21.2の増加と製造業全体の変化率を上回ったのである。しかし，10～199
人の全ての規模では，製造業全体の変化率を下回ってしまった。また，10～29人の規模の変化率
は 6前後と小さく留まった一方で，30～49人は13.0の増加となり，50～99人は11.3，100～
199人の変化率は9.9と10を切っている。以上のことから，200人以上の規模の大きい製造業で
製造品出荷額等の回復がめざましいが，200人未満の製造業では製造品出荷額等は回復基調にある
ものの，製造業全体よりも低調であり，かつ規模が小さくなるほど，その回復基調は弱く，規模の
違いによって回復基調に差がある。結果的に，中小製造業の間における景気回復の規模間格差が拡
大する傾向にあったといえる。
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図表 製造業規模別の製造品出荷額等（～年，単位百万円)
年 度 2009年 2014年 変化率
従業員規模 実 数 構成比
従業員
一人当たり
実 数 構成比
従業員
一人当たり
実数 構成比
従業員
一人
当たり
百万円
300人
以上
を100
百万円
300人
以上
を100
4～9 人 6,955,336 2.7 10.7 19.5 6,797,372 2.2 13.3 19.7 －2.3 －16.2 23.0
10～19人 11,591,324 4.5 15.2 27.7 12,233,158 4.0 17.6 26.0 5.5 －9.5 14.3
20～29人 12,192,831 4.7 18.6 34.0 12,947,274 4.3 21.2 31.4 6.2 －8.9 12.2
30～49人 14,040,423 5.4 22.7 41.5 15,862,401 5.2 25.7 38.1 13.0 －3.1 11.8
50～99人 27,712,984 10.7 26.9 49.1 30,854,724 10.2 30.5 45.2 11.3 －4.5 12.2
100～199人 34,465,593 13.3 32.6 59.6 37,861,113 12.5 36.1 53.4 9.9 －5.8 9.2
200～299人 22,486,513 8.7 38.5 70.4 28,228,711 9.3 49.1 72.7 25.5 7.7 25.7
300人以上 130,243,587 50.2 54.8 100.0 157,914,115 52.2 67.6 100.0 21.2 4.0 21.8
製造業全体 259,688,591 100.0 33.6 61.3 302,698,869 100.0 40.9 60.5 16.6 20.2
資料経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室「工業統計調査（産業編）」各年版，および総務省統
計局「消費者物価指数時系列データ・全国年平均」より作成。
注2015年度を100とした消費者物価指数によって実質値に実数を加工
このことは，従業員規模別製造品出荷額等の構成比についての変化からも明らかである（図表 3
参照）。つまり，200人以上の規模の大きい製造業で構成比は増加したが，200人未満のすべての規
模で構成比を低下させた。実数ベースでは10を超える変化率であった30～49人規模の構成比は
3.1の減少にとどまったが，30人未満では，規模が小さくなるほど，構成比の減少幅が大きくな
る傾向にあったのである。
また，従業員一人当たりの製造品出荷額等についてみていくと（図表 3 参照），2009～14年の間
に，製造業全体で20.2増加し，すべての規模でも増加したのである。中でも，200～299人で
25.7，4～9人で23.0，300人以上で21.8の増加を示し，製造業全体よりも高い変化率であっ
た。しかし，300人以上の大企業を100とした従業員一人当たりの製造品出荷額等の指数でみると，
200～299人が70.4から72.7へ，4～9 人が19.5から19.7へ大企業との格差が縮小したが，それ以外
の規模全てでこの指数が減少してしまい，格差が拡大したのである。
以上のように，リーマンショック後，製造業全体で事業所数が減少しているが，特に小規模ほど
その傾向が強く，事業所としての存続が厳しかったといえる。また，従業員数も事業所数と同様に
製造業全体で減少したが，ここでも小規模ほど大きく減少した。一方，製造品出荷額等について
は，事業所数，従業員数が減少している中でも，製造業全体で増加傾向にあったが，10人未満の
企業のみ減少してしまった。また，製造品出荷額等の構成比は200人以上で拡大，200人未満で縮
小し，規模の小さい中小製造業の比重が低下したのである。そして，従業員一人当たりの製造品出
荷額等は，全ての規模で増加していることから，存続事業所においては生産性の改善が進んだとい
える。しかし，300人以上の大企業を100とした従業員一人当たりの製造品出荷額等の指数から
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は，格差が縮小したとはいえず，逆に規模間格差は拡大したのである。
以上の分析から，経営資源に限りのある中小製造業においては，今後も企業間の競争が激化する
中で，生き残り戦略を改めて考慮する必要があるといえる。と同時に，規模が小さいほど，競争優
位を維持し，事業を継続し続けること自体も容易ではない実態があるといえる。こうした中で，中
小製造業は，新たに競争優位を獲得していく方策を必要としているのである。
第節 中小製造業の競争優位の獲得と維持の困難化
競争優位理論については，ポーター（Porter）（2004）が提示した市場における 5 つの力（新規
参入の脅威・業界内の競争・売り手の力・買い手の力・代替品の影響力）を基に議論が展開されて
いる。つまり，この 5 つの力のいずれか，あるいは複数の力で他の企業よりも優位に立つことで
安定した経営を可能にするというものである。こうした競争優位を確立するための基盤として，差
別化，集中化，コストリーダーシップの 3 つの経営戦略が挙げられているのである。
また，競争優位を獲得，維持することが中小企業にとって可能か否かについては，IT 利用，経
営における知識管理（Knowledge management），イノベーションの実践など，具体的な活動を通
して競争戦略が利用できるか研究が行われてきた。特に，中小企業による IT 利用においては，外
部志向の IT 利用，すなわち市場や顧客情報の獲得，新規製品の開発といった活動による差別化戦
略が，定期的な変更・変化に要するコストが大規模企業と比較して低くなるため，中小企業に効果
が高いとして期待されている。
一方，知識管理，言い換えれば企業の保有する経営ノウハウや特徴に基づく競争優位について
は，もともと中小企業の長所として議論されてきた要素でもあるため，競争優位の獲得やそのため
の戦略が実行しやすいとの主張がある。
さらに，ナコス（Nakos）とブロウター（Brouthers）（2002）は，資本力不足という中小企業の
弱みを指摘する一方で，中小企業はイノベーションの担い手としての役割を持つと提唱している。
すなわち，企業規模が小さいことから，中小企業は生き残っていくうえで他社との差異性による優
位を創出する必要があり，そうした必要性の圧力がイノベーションに繋がるとしている。
また，国際市場への参入も，古くから中小企業の優位性を構築する手法として考慮されてきたの
である。ここでも，中小企業の資本力不足から，現地法人の設立といった直接投資より，輸出入
による間接投資を用いた海外市場への参入が効果的であるという研究結果が導き出されている。
以上の中小企業の競争優位に関する研究に共通することは，中小企業の場合は他社との違いを生
み出す差別化戦略をいかにして構築するかが，コストリーダーシップや集中化戦略よりも強調され
ている点である。ナディア（Nadia）ら（2016）も，中小企業が競争優位を構築するうえで，製品
面では既存製品の革新や特徴ある新規サービス，企業組織面では管理運営や市場調査，経営面や人
材教育面などにおける特殊性，市場面では同一製品による他産業市場への参入や他社との取引幅の
違いといった形で，それぞれ資本面に左右されない独創性やアイディアによる差異性の構築が必要
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であるとしている。
このように，中小企業が競争優位を獲得するためには，自社の資本力と関係の薄い側面での多様
なイノベーション戦略によって，他社との違いを構築することが適切とされている。しかし，この
事実は，中小企業，特に中小製造業にとって競争優位を維持するのが容易ではないことを意味して
いる。つまり，イノベーションの創出自体が容易ではないことに加えて，製品ライフサイクルの短
縮化などに伴う，製造ラインや取引先などの変更の必要性から，構築した競争優位が必ずしも次の
製品や市場でも生かせる保証がないのである。
ちなみに，みずほ情報総研が2014年に行った経済産業省の委託調査によると，1970年代と比較
して2000年代以降の製品ライフサイクルは確実に短縮化しており，5 年程度であった製品の切り替
わり時期が，2 年以内に一度は訪れるように変化している。特に，規格部品等が多く取り扱われる
機械産業などと比較して，繊維産業や食品産業などの，自社独自の製品やコモディティではない製
品を取り扱いやすい産業における製品ライフサイクルの短縮率が高く，差別化戦略に基づいた競争
優位の立ち代わりが加速している点が如実に表されている。
また，日本企業の場合，国内固有の取引構造や製品の技術力・品質に基づいた要素によって生み
出され，構築されてきた競争優位は，国内市場や国内のサプライチェーンだからこそ達成できた面
もある。すなわち，海外企業との取引や外国籍の人材を活用する必要があるグローバル経済では，
既存の競争優位を成立させるために，改めて自社の経営資源を分析する必要があるとされてい
る。つまり，日本の系列取引をはじめとした垂直統合型の取引構造に対する知見は様々な分析が
されているが，そうした日本的経営から生まれた構造がグローバル経済では再編が必要であると
考えられているのである。
最後に，ガルブレイス（Galbraith）（2002）は，製品開発の初期段階における開発担当者の種別
が昔より多様化し，複数の人材が必要になったことも，多様な製品が連続的に市場へ投入されるこ
とを促し，結果的に製品のライフサイクルを短縮化させたとしている。そのため，製品自体の技術
面，品質面の優位性を安定させるよりも，製品を生産する際のプロセスに一定の代替性，柔軟性を
持たせることで，即自的に市場や顧客からのレスポンスに対応できる構造を生み出すことのほう
が，短期的な競争優位を連続して獲得でき，環境変化への対応に適しているとしている。
このように競争優位は，かつて主張されてきた安定したものとして構築することがより一層難化
しているのである。従って，経営戦略を含め，継続的な変化によって競争優位は成り立つととらえ
られ始めている。こうした中，一時的競争優位の継続的な取得という考え方が登場したのである。
第章 中小製造業の取るべき競争優位戦略
第節 求められる一時的競争優位の理論的背景
マグレイス（McGrath）（2014）は，今日，持続する競争優位は確立すること自体が難しく，こ
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図表 企業の継続的な変化を促す要素一覧
企業の安定性 変 化 の 速 度
企業としての野望を持つこと リスクのない小規模な変化の連続
アイデンティティーと文化の伝達 無駄のない資本，資源の利用と配分
人材開発と教育の継続 企業としての柔軟性
確かな戦略構築とリーダーシップの保有 イノベーションを組織の主目的と考える
ステイクホルダー全般との良好な関係 オプション志向による複数への投資
See, Rita McGrath, The end of Competitive Advantage, Harvard Business Review Press, 2013, pp. 3450.
れまでのように同一の競争優位を維持するより，競争優位を一時的なものとみなし，次々と新規の
競争優位を確立していく戦略を導入する必要があると主張している。そこでは，自社の持つ競争
優位を，変化する経営環境に合わせて定期的に構築，再定義を行うことで，他社との差異性を維持
していく方針が必要とされている。
このように，継続的に一時的な競争優位を獲得して，自社の事業や取引構造を変化させていく状
態を企業が構築するために，マグレイスは 5 種類の要素が企業に必要であるとしている。すなわ
ち，◯継続的な変化，◯市場衰退の前兆を把握した迅速な撤退，◯資源配分を適切にした効率性の
向上，◯イノベーションの習熟，◯リーダーシップとマインドセットの変化である。
第 1 に，継続的な変化とは，古い競争優位の源泉となっていた戦略や事業から，必要があれば
徐々に投入資源の量や質を調整し，次の競争優位を生み出す戦略や事業へと移動させることができ
る特性である。こうした継続的変化で重要なことは，企業の安定性と変化の速度，いわゆる変化の
際に必要なフットワークの軽さであり，企業の継続的な変化を促す要素（10項目，図表 4 参照）
の全てを満たす必要がある。なお，変化の速度の中にあるオプション志向という考え方は，資本や
資源の投資量をコントロールすることを意味する。すなわち，新しい市場を確立する際に急激な投
資を行うのではなく，最低限の資本投入で様子を見ることが重要となる。
第 2 に，市場衰退の前兆を把握した迅速な撤退は，イノベーションや資産運用によって得られ
る利潤の減少，製品やサービスのコモディティ化といった市場衰退の前兆を見逃さないことが，一
時的な競争優位を継続して構築するために必要とされる行動である。企業の経営責任を担う取締役
クラスが，こうした市場の動向を読み取り，速やかな撤退判断を下せるかがカギとなる。また，撤
退時の戦略は，各企業の経営体質や事業内容によっても変化するため，自社に最も影響が少ない撤
退の手法，時期，速度などを適切に選択する必要がある。
第 3 に，資源配分を適切にした効率性の向上は，複数の事業を運営する企業において，自社の
利潤を基準に各事業にどれだけの資本を投入するかを考慮することを意味する。特に，企業が自己
資本や内部資源のみではなく，外部資源をどのようにして効率的に活用できるか，あるいはそれら
の資源に確実にアクセスできるプロセスを作り上げることが，一時的な競争優位を取得し続けるた
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めに必要とされる。なお，自社が保有する資源を最低限に抑えてコストダウンを達成するために，
外部資源の利用が重要視されている。また，外部資源へのアクセスを可能にするプロセスの構築に
は，社内の古くなった慣習やシステムの速やかな排除，切り替えも含まれている。
第 4 に，イノベーションの習熟では，企業内組織の枠組みと役割分担の必要性が提示されてい
る。つまり，企業内には必ず自社の技術やサービスの特徴に合わせてイノベーションを継続して考
案，推進するグループ（部門）や人材が必要なのである。言い換えると，イノベーションを担うグ
ループや人材が存在する場所，ないしはイノベーションに資する適切な目的意識が組織内に浸透し
ていることを意味する。また，イノベーションの習熟には，その結果が直ちには市場化できないと
理解し，ある程度の試験運用期間を経てから本格的な事業投資を行う実践力も含まれている。
第 5 に，リーダーシップとマインドセットの変化とは，競争優位が変化するのと同様に，企業
を率いる人員の思考や舵の執り方自体も変更することである。また，前述した◯から◯までの特性
とも関連して，経営判断を素早く行い，新技術や新事業を迅速に検証，改善することも，リーダー
シップとマインドセットの変化の実践方法なのである。
以上 5 つの要素を有する企業は，これまで多くの企業が確立を目指し，長年にわたって尽力し
てきた競争優位を，その時々の市場や経済環境の変化に合わせて変更，変換することで，維持とは
違う形で，競争優位を失うことなく経営を行うことができるのである。なお，一時的な競争優位の
理論においては，一つの事業が開始期，成長期，活用期，再構成期，撤退期の 5 つのステージに
分けられており，一時的な競争優位は，5 つのステージ，それぞれの時期に，必要な事業に関する
選択，変革，変換を行うことで得られるとされるのである。言い換えると，市場に衰退の兆しが見
えてきた事業の競争優位を維持しようとするのではなく，徐々にではあるがその事業を切り捨てな
がら，確実に新たな事業を導入する点が，既存の競争優位理論と異なるのである。
第節 中小製造業による一時的競争優位の実践可能性
マグレイス（McGrath）の主張している一時的な競争優位の考え方は，中小製造業に適した理
論とみられる。なぜならば，中小規模であることから生まれる中小企業の経営上の特性を生かすこ
とができるからである。
まず，中小企業自体の定義としてバックレイ（Buckley）（1989）は，◯国際的な競争における
価格帯への影響を持たない企業規模，◯大企業の子会社ではない独立法人，◯経営者層の保有企業
であることの3点をあげている。これらの定義を基に，中小企業には各種資本の不足と，それに伴
う短期的な経営判断の連続があり，短所として取り上げられている。また，こうした短所ゆえに，
経営に関連した情報，ノウハウといった無形資源の確保がより重要であるともしている。
また，清成ら（2004）も，中小企業を大企業との対立概念として捉え，◯経営者の意思決定力
の強さ，◯保有する市場シェアの小ささ，◯経営資源の少なさを，中小企業の特性としている。
特に，中小企業の相対的な規模の小ささは，特性として無視できない要素である。事実，2016
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年版の中小企業白書でも，中小企業の人材，資金を始めとした資本不足が未だに大きいとされてい
る。
中小製造業の場合，こうした規模的な特性に加えて，取扱製品に伴う取引構造の違いやそれに付
随した最終顧客との近接性といった特徴がある。特に，日本の中小製造業の場合，系列を始めと
した下請企業などでは，事業内容が取引構造に左右されることが多い。
中小製造業におけるこうした規模的な特性や取引構造の違いなどは，マグレイスの一時的な競争
優位を継続するために必要な 5 つの要素を，効果的に実現する可能性があるものと考えられる。
第 1 の継続的な変化への適応は，既存の優位性に固執せずに時期に合わせた事業や製品の選択
を行う上で，中小製造業の特徴とされるフットワークの軽さ，組織としての変化への対応力などが
理論で取り上げられた要素に合致し，効果的に機能する。
第 2 の市場衰退の前兆を把握した撤退は，中小規模であるがゆえの変化コストの低さが効果的
に作用する。すなわち，企業の規模の経済性が小さければ，必要な投入資本が小さくなり，環境の
変化に合わせた事業の切り捨てや変更は行いやすくなる。こうした点に加えて，中小企業は規模の
小ささから，経営陣の影響力が強い企業組織であると認識されている。言い換えると，企業として
の柔軟性が強く，組織の体制や運営方針全般の変更を迅速に行いやすい。
第 3 の資源配分を適切にした効率性の向上は，地場産地における社会的分業構造に関する研究
で，同様の特色が見出されている。近年，産学官連携の増加，緩やかな連携なども加わり，中小
企業の連携・組織化が多様化したのに伴い，企業間交流による外部資本の利用がより活性化してい
る。内製化の進む大企業と比較した場合，企業外部との連携の多い中小製造業のほうが，マグレ
イスが主張した適切な資源配分を実現できる可能性が高い。
第 4 のイノベーションの習熟は，近年，イノベーションの創出自体が，中小企業の役割のひと
つであると見なされている。社内に専門部署を構築しているか否かは，個々の企業の経営方針によ
って左右されるが，規模の経済性を発揮できない中小製造業の場合，革新的に振る舞うことで競争
優位を確保できる側面もあり，理論でいう習熟を満たしていると考えられる。
最後に，リーダーシップとマインドセットの変化は，企業という法人組織がいかなる人員によっ
てコントロールされているかに応じて，その実現可能性が左右されるものである。多くの役員を有
し，また株式公開に伴う株主らの意向を反映させる必要のある大企業は変化が鈍いが，規模が小
さく，家族経営や少数の役員によって管理，運営されている中小製造業では，理論通りに迅速な変
化を遂げる可能性が高い。
以上のように，中小製造業が有する企業としての特徴，つまり小規模であるがゆえの変化への迅
速な対応力，資本力不足に基づく差異性構築の重要性，企業組織の変革のし易さなどから，一時的
な競争優位を構築し続ける戦略が中小製造業にとって効果的であるといえよう。しかし，実際の中
小製造業において，こうした理論に相当する戦略が実践されているかは定かではない。また，他社
によって同質化されない優位性をすでに保有している企業の存在がゼロではないという事実もあ
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る。そのため，一時的な競争優位に関する理論と戦略が，実際に必要かどうかも検証する必要があ
るといえる。
第章 競争優位を確立した中小製造業に関する事例研究
～愛媛県今治地域のタオル製造業を事例に～
愛媛県今治市では近年，地域の特産品であったタオルを，今治タオル工業組合（旧，四国タオル
工業組合）が中心となって，地域ブランド化を推進している。地域ブランド化事業は2012年ごろ
から本格的な活動が開始され，すでに取得していた地域団体登録商標に加え，オリジナルのロゴに
よるブランド認定マークも作成し，品質基準も設定された。現在では地域ブランドの成功例とし
て，世界的に取り上げられている。
当地域を本論の研究対象とした理由は，地域ブランドとしての認知が今治タオル製品の優位性と
して市場で機能している現在，今治タオル工業組合の組合員企業がその枠組みの中で，いかなる競
争を行っているのかについて明らかにするためである。一般的にタオルは，コモディティ化が進ん
でいる製品である。しかも，地域ブランドとして今治タオル工業組合が定めた同一規格に基づく製
品作りを各企業が行っている。従って，本章では，こうした現状にある各企業が差別化を図ってい
る取組を検証することで，一時的な競争優位に関する理論と戦略が中小製造業に適しているか否か
について明らかにしていくこととする。なお，以下の事例企業に関する記述は，筆者が2017年 3
月 7～9 日，17日に実施した『愛媛県今治市における中小製造業の製品構築戦略に関するインタビ
ュー調査』に基づく。本調査は，今治市内に本社をおくタオル製造業 6 社に対して実施し，いず
れも各企業の代表取締役，あるいはそれに代わる責任者が調査対応者である。
第節 営業・販売力を生かした取引先拡大による自社ブランド認知の事例
 営業・販売力を軸とした戦略の特徴
株式会社 A（創業1934年，従業員数90名）は，今治市内で古くから続くタオルメーカーで，現
在も自社が保有する独自ブランド品を中心に事業展開している。これらの製品は繊維産業では一般
的な卸問屋を通した間接取引で販売されてきたが，現在は自社直営店での販売と日本全国の小売店
への直接取引が中心となっている。また，同社は創業者一族による経営が継続して行われてきた中
小製造業で，経営戦略面に関しては経営者の意向が中心となっている。
同社の最も大きな経営上の特徴は，小売業や最終顧客と直接の取引関係を作ることで，製造業と
しての強みを最大限に生かし，かつ取引関係上，優位に立てるように事業選択を行っている点であ
る。そのため，同社製品は全て自社ブランドであり，他社の OEM 製品や繊維産業で多く散見され
る海外ブランドのライセンス生産などは行っていない。この経営方針は，同社の創業当初から継続
されてきたものである。1970年代に産地の輸出需要が拡大し，海外ブランドのライセンス生産が
繊維産業で広く展開されたが，同社は一切，手をつけなかった。
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また，同社は完成品のタオルになるまでの製造工程をなるべく自社内で完結させる，内製化によ
る一貫生産を推進している。ここには，製造コストを低減させるだけでなく，小売価格の安定化と
利益率を向上させる点が考慮されている。
最後に，同社の製品展開をさらに拡充する戦略として，単純な小売業界にとどまらない幅広い産
業へのタオル販売がある。つまり，同社は取引先を同業他社よりも多く，より幅広く獲得すること
で，単なるタオル製品としてではなく，自社保有の製品ブランドとして，幅広い業界に受け入れて
もらえるように事業を展開している。近年では個人や小規模業者との取引も拡大し，製造業者が最
終顧客に対して直接販売を行うことで，市場での優位性を向上させている。
以上のような事業展開を，同社は営業体制を確立することで適切に運営している。現在，同社の
営業部門には13名ほど人員配置されており，その内 9 名が本社勤務，4 名が直営店に勤務してい
る。さらに，取引先を管轄する経理部門には 4 名在籍している。中小製造業としては営業と経理
に多くの人材を配置し，同社の多様な取引先との関係安定化，そして自社ブランドによる直接販売
や内製化による一貫生産といった経営戦略の実現を可能にしている。
なお，ブランドの広報活動は，取引先を利用した口コミ，いわゆる顧客同士の情報共有を特に重
視している。同社では各種広告媒体での宣伝活動も行うが，基本的にコストをかけない人を介した
アナログ的な広告効果を狙う方が自社に適しているとしている。加えて，同社が中小製造業である
ため，資本面の限界から生産量が少なくなることで，自ずと自社製品の希少性を高めている側面も
ある。こうした戦略は，同社の小規模性によって自然と選択されたものであるが，効果的に市場で
の優位獲得に繋がっている。
この他に，同社は自社製品のブランドをより独自で模倣できない競争優位に育てるために，製品
デザインを重要視している。外部からの模倣を避けるために，自社の利用している技術情報はなる
べく公開しない方針をとっている。また，自社製品を独自なものとするために，新規製品を立ち上
げる際，同業他社の製品を意識しない手法をとっている。なぜらら，少しでも他社製品を観察する
と，実際に自社製品を製作した際，逆に他社製品を模倣してしまう場合があるためである。なお，
この新製品企画のため企画部門には11名という，多くの人材を配置している。
 一時的競争優位の創出可能性
株式会社 A では，自社製品の優位性を確かなものとし，市場での安定した取引を創出できてい
る。これらの競争優位は従来から論じられてきた一般的なものに近く，本論で取り上げた複数かつ
別種の競争優位を連続して導入しているわけではない。同社はあくまで自社の製品ブランドという
競争優位を維持するうえで，必要な戦略を講じている。
しかし，同社が複数の取引先を保有している点は，一時的な競争優位を連続して創出するうえで
必要な要素，すなわちマグレイスが一時的な競争優位を求めるために必要とした 5 つの要素のう
ち，市場衰退の前兆を把握した撤退を実践しやすい状態にあるといえる。元来，取引先を複数確保
―  ―
することは，自社の経営リスクを減らす戦略として効果的であり，同社の事例も同様である。
継続的な変化への適応については，企業の継続的な変化を促す要素（10項目，図表 4 参照）の
大半を満たしている。ただし，変化の速度にあったイノベーションを組織の主目的と考える点は明
確には見受けられなかったが，オプション志向と小規模な変化の連続といった点を，複数の取引先
の確保で実践できている。この部分は，他社が一考する価値のある実態といえる。また，無駄のな
い資本・資源の利用と配分は，内製化が進んでいる点と不必要な事業拡大を行っていない点が相当
する。また，一族経営が継続されている点，現状の事業に必要な営業，デザインに関わる人材を獲
得している点などから，企業の継続的な変化を促す要素（10項目）のうち，企業の安定性を促す 5
つの要素が実践されているといえる。
ただし，内製化は進んでいるが，理論で提示された資源配分を適切にした効率性の向上，すなわ
ち外部資本の利用に積極的ではなく，また製品の革新を意識しているわけではないことから，イノ
ベーションへの習熟といった要素は見受けられていない。
最後に，一族経営であることに加え，経営陣の理念や考え方が社員に行き届いており，リーダー
シップとマインドセットの変化は，行いやすい状態が構築されている。
第節 生産技術の特殊化による製品ブランドの認知獲得の事例
 生産技術の特殊化に至った戦略の特徴
株式会社 B（創業2005年，従業員数 7 名）は，新しい小規模な繊維製品メーカーである。事業
開始時はタオルではなく，服飾雑貨の繊維製品を中心に取り扱っていたが，近年，今治タオルの商
標を伴ったタオル製品を，高級志向の自社ブランドとして新規市場開拓を行っている。同社は創業
当初より，自社独自の織機を利用した独自製品の製造を事業の中心に据えており，同業他社と比較
した場合，技術面での優位性が高い。
製造工程は外注に依存しているが，自社工程は製品製造に資するコア技術に絞っている。経営組
織に関しては，同社は家族経営の小規模事業者で，直接的な経営判断は各部署の担当者や代表取締
役が行っている。また，この経営判断に関して，同社は自社ブランドの再構築と広告の再デザイン
を行った際，新たに同社に入社した社員の意見を，代表取締役が取り入れる形で実践した。
同社が従来タオル製品を取り扱っていなかった理由に，事業開始時はタオル製品の価格の均一化
と低下による利益率の低さがあった。しかし近年，今治タオルが市場でのブランド認知を獲得し，
かつ高級品タオルの市場が拡大したことから，同社は新事業としてタオル生産に参入したのであ
る。この際も，全社的に資本を一気にタオル事業に投入せずに，既存事業から得られた利潤の一部
を投入した。また，会社として投入資本を回収し，利益確保を維持できる状況の範囲内でタオル市
場に参入したのである。
ちなみに，同社の製造設備である織機については，最新の高速織機を導入せず，旧式シャトル織
機を改良・改造したものであり，低速織機ゆえに大量生産には向かない。しかし，旧式の織機だか
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らこそできる糸の織り方や模様の形状があるため，これを最終製品のデザインに生かしている。つ
まり，多くの企業で導入されている最新技術によるジャガード織りやプリント加工などでの模様付
けをあえて行わず，旧式織機にしかできない独自の製品デザインを生み出すことで，他社との製品
差別化に繋げている。その結果，製品の付加価値を向上させ，かつ競争相手の削減や小売価格の安
定化がもたらされ，同社の高利益率の保持を可能にしているのである。
また，同社では自社製品を複数のブランドで展開するために，各ブランドで対象顧客に合わせた
デザインを構築している。各ブランドにはそれぞれに固有の名称があるとともに，専用カタログが
作成され，広報活動が積極的に行われている。なお，このカタログは，印刷，製本などについては
外注しているが，そのデザインと自社製品を紹介する内容はすべて社内で企画，立案している。ま
た，同社のブランドは，服飾雑貨事業とタオル事業の二つのカテゴリーに分けられ，各ブランド専
門のデザイン担当者を社外に確保している。このように同社では，企業価値の確保と向上のため
に，社内で核となるデザインを決定しつつ，外部資源も活用することで，個々のブランドの個性を
強く打ち出そうとしている。しかも，企業ブランディングの観点から，企業イメージが散漫となら
ないようにするため，経営者自らが製品デザインについて，社内外のバランスを管理している。
さらに，こうしたブランド展開によって確保した競争優位を維持・向上させるために，同社製品
の販売チャネルを複数展開するチャネル・ミックスを重視している。つまり，同社ではオンライン
販売を行う一方で，同社のタオルをはじめとする繊維製品が，実際に顧客の目や肌に触れることを
通じた判断も購入時に重要であると考え，自社直営店も展開している。なお，同社では，特に製品
製造における自社固有の技術的優位性を顧客に理解してもらうために，最終顧客に製品を直接提供
できる取引先の増加や自社直営店の拡充などを今後も行っていく予定である。
 技術的特殊性に基づいた競争優位の確立
株式会社 B では，自社製品が有する製造技術の特殊性から導かれる競争優位の安定化に資する
戦略が多く見受けられた。しかし，それは一時的な競争優位を積極的に追い求めるものではなく，
自社が確立した優位性を，多種多様な戦略によって維持・拡大するというブランド戦略が採用され
ていたのである。
ただし，中小製造業が一時的な優位性を構築し続けるために必要とされるマグレイスの 5 つの
要素に関しては，継続的な変化への適応，資源配分を適切にした効率性の向上，イノベーションへ
の習熟，リーダーシップとマインドセットの変化の 4 点がこの事例企業でも見られたのである。
まず，継続的な変化への適応についてこの事例企業では，企業の継続的な変化を促す要素（10
項目，図表 4 参照）のうち，人材の育成を除く企業の安定性に関する 4 要素を満たし，変化の速
度に関するイノベーションを組織の主目的とする点も満たしている。創業以来，まだ新しい企業で
あることから，継続的な変化の要素に関する実態は必ずしも明確ではないが，オプション志向によ
る複数事業への投資については，既存分野の服飾雑貨に加えたタオル市場への参入時に，一時的競
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争優位の理論で提示された経営戦略が実践されたものといえる。
次に，資源配分を適切にした効率性の向上についても，事例企業ではブランドごとに担当者を配
置すると同時に，社内と社外がそれぞれ担う機能を明確にすることで，一部，機能を外部委託して
いる点は，一時的競争優位の理論で示す無駄のない資源配分を行っているものと判断することがで
きよう。
さらに，イノベーションへの習熟については，同社は創業時点から繊維製品における技術的革新
性を競争優位として重視しており，現在も同様の戦略を製品ブランドに導入している。企業規模か
ら，イノベーションを推進する専門の部署があるわけではないが，企業の方針として技術的革新を
積極的に活用している点から，同社の企業組織自体が，理論で指示されたイノベーションを引き起
こすグループそのものとして見られるのである。
最後に，リーダーシップとマインドセットの変化については，自社ブランドの再構築と広告の再
デザインを行った際，新たに同社に入社した社員の意見を，代表取締役が取り入れたエピソードか
らも，まさに新しい人材の意見を生かした戦略変更や経営者の意識改革が行われていたといえる。
このように，事例企業では創業当初から技術的に模倣が難しい要素，特に製造技術，デザイン面
で有することで，ブランド価値を向上させ，競争優位性をより確かなものとしている。ある意味，
従来通りの典型的なブランド戦略によって安定した競争優位を保有しているようにみえる。しか
し，継続的な変化への適応としては既存分野の服飾雑貨に加えてタオル市場への新たな参入，資源
配分を適切にした効率性の向上としては社内と社外がそれぞれ担う機能を明確化，イノベーション
への習熟としては自社技術の推進に基づいた全社的な経営活動，リーダーシップとマインドセット
の変化としては新しい人材の意見を生かした戦略変更や経営者の意識改革といった，一時的競争優
位の理論が活用されているのである。
第節 製造卸小売業としての新たなメーカー戦略
 一貫生産体制と自社販売網構築に至った経緯と戦略
株式会社 C（創業1971年，従業員200名）は，製品ブランドと相手先ブランド（OEM）のタオ
ル製造を行っている繊維製品メーカーである。なお，製品ブランドは，自社ブランド製品と海外ブ
ランドのライセンス製品の二つがある。
まず，同社の流通チャネルは，従来，繊維産業では一般的であった卸問屋へ供給する取引に加え
て，自社直販店に製品を流通させる二つの流通チャネルを有している。直営店では，自社ブランド
製品を扱うと同時に，ライセンス製品の一部を販売している。なお，同社の流通チャネルの特徴と
しては，卸問屋との取引に，一般的な外部の流通業との取引だけではなく，自社のグループ企業に
卸問屋と小売業を有していることをあげることができよう。また，前述した直営店は，日本全国に
展開されており，さらに海外にも数店舗に展開している。これに加えて，他社の小売業との直接取
引も行っていることから，同社では，多様な流通チャネルを活用した販売体制が敷かれている。
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次に，この流通方式と同様のことが製造工程においても見られる。同社では生産工程の大部分を
内製化しているが，その一部は，自社のグループ企業の製造子会社によって担われている。同社で
は，単純な一社一貫生産体制ではなく，製造業として事業の幅を広げるために，あえて特定の工程
に特化した生産機能を有するグループ企業に外注する戦略をとっている。なお，この特殊な一社一
貫生産体制は，近年，繊維産業の国内企業による市場シェアがグローバル化による空洞化に伴い大
幅に縮小する中，競争に耐えうるための戦略として実行されている。繊維産業の中小製造業とし
て，同社のような生産体制を確保している事業者は依然として少ない。
また，同社の生産拠点は，国内工場のほか，海外に複数の生産拠点を構えている。特に，国外で
は設備のコストが低い工場であると同時に，大量生産を行うことで，同社のコストダウンに繋がっ
ている。また，同社は全国に直営店があるため，一つの製品に対する数量（ロット数）は他の中小
製造業よりもはるかに多いことが，この海外生産体制を後押ししている。
だが，この戦略を実現できる経営組織として同社の規模は，中小零細規模ではなく，中堅規模の
比較的規模の大きい事業者であることも，特徴の一つといえる。なお，同社では規模の拡大に伴
い，経営の判断に必要な中長期計画の策定を行っている。具体的には，同社では 3 か年計画を 3
年ごとに策定することで，全社的な方針を全従業員に共有させた上で，日常業務を遂行している。
ただし，この計画は大枠であることから，緊急時や環境変化へ対応するために，定期的な確認と変
更を行っている。実際に，数年前に同社が経営の危機に陥った際も，3 か年計画が 1 年間で達成さ
れている。このように計画の短縮化を達成できたのは，経営陣の意識と方針が全従業員に浸透して
いたことから，急激な変革に対しても従業員が追随できたためである。
最後に，広報活動としては，市販雑誌への掲載や取引先企業が発行する特集冊子などを中心に展
開しているが，コストの高いマスメディアの活用は行っていない。同社の規模は中堅規模だが，現
状では依然として中小企業であることから，大々的にマスコミを活用した広報活動へ資金投入して
も，費用対効果が低いと判断している。また，同社が有している直営店自体が，製品の広告塔とし
ても機能しているが故に，マスメディアを活用した広告・宣伝は行われていないのである。
 分業から一貫体制へ事業拡大による競争優位の獲得
株式会社 C の事例では，一時的な優位性を明確に追い求めているという事実を確認できなかっ
たが，近似した活動については何点か見受けられる。
まず，いわゆる単純な製造小売業に特化するのではなく，卸部門も自社保有することで，製造業
としての競争優位を，卸売業者に販売を代行させる形態よりも向上させる取り組みを行っている。
また，すでに複数の直営店を日本で展開するだけではなく，海外にも数店舗展開している点を鑑み
ると，継続的な変化に対応した販売体制を有しているといえる。さらに，中期の経営計画を具体的
な変化に合わせて定期的に調整している点は，マグレイスによる 5 種類の要素のうち，継続的な
変化に適合した十分な体制が確立されているといえる。ただし，企業の継続的な変化を促す要素
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（10項目，図表 4 参照）をほぼ網羅しながらも，ステイクホルダー全般との良好な関係と，オプシ
ョン志向による複数への投資についての明確な取り組みは見られなかった。
次に，資源配分を適切にした効率性の向上については，海外にも展開している生産・販売拠点，
並びに国内の卸部門，直営店はグループ企業の別法人として展開していることから，資源配分の効
率性を考えた展開であるとみなすことができよう。
また，イノベーションへの習熟については，自社独自のブランドを展開しながら，OEM 生産と
ライセンス品の取り扱いを同時に行っており，革新性と安定性の双方を満たす形での展開が実現さ
れているものといえる。
最後に，リーダーシップとマインドセットの変化については，経営判断に必要な中長期計画の策
定を行い，全社的な方針を全従業員に共有させて日常業務を推進していることから，ある程度，達
成できている。しかし，すでにグループ企業が複数あること，今後の事業拡大に伴い組織構造が複
雑化する可能性があるため，経営陣と従業員との意識共有をより円滑に進めることが，今後もリー
ダーシップとマインドセットの変化を持続的に達成していく際の必須条件となるであろう。
第章 一時的な競争優位が必要な中小製造業～競争劣位企業への応用可能性～
今日，中小製造業のみならず，大手製造業であっても，自社が保有している既存の競争優位が製
品ライフサイクルの短縮化やグローバル市場の拡大に伴い，安定的に確保・維持できなくなってい
る。だからこそ，これまでに確立してきた自社の競争優位を維持し続ける戦略に代わって，常に新
しい変化を製品，製造技術，販路，組織運営などの面で達成することで，複数の競争優位性を連続
的，かつ同時並行で保有する戦略が必要であることを本論では提唱してきた。
実際の中小製造業の事例を分析してみると，マグレイスの提示した理論のように競争優位を一時
的なものとは捉えてはいなかった。これは，理論自体がまだ新しく，実際の製造業現場にまだ落と
し込まれていないためと考えられる。しかしながら，本論の仮説でも提示したように，一時的な競
争優位を獲得するための 5 つの理論的要素は，競争優位を獲得している実際の中小製造業におい
ても，経営戦略として活用されていたのである。
例えば，まず事例企業 A は，長年にわたって培ってきた自社ブランドを活かし，取引先の多様
化を行うことで，市場での確実な認知を獲得している。こうした取引先を拡大する戦略では，市場
の動向に合わせた継続的な変化が意識されており，特に販売チャネルの変化へ対応するために営業
部門，販売部門の人員拡充といった具体的な措置もとられていた。また，複数の販売チャネルを有
することから，市場衰退の前兆を把握した撤退についても，容易に達成することができよう。
次に，事例企業 B は，生産技術面での優位性を創業当初から有していたことで，それが現在で
も自社ブランドの特徴として市場での認知を獲得している。ここでは，創業当初から製品技術での
差別化戦略を意識することで，イノベーションへの習熟が達成されている。こうしたブランドの特
徴を維持するために，外部デザイナーの利用や製造工程における外注を行うことで，資源配分を適
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切にした効率性の向上も達成されている。また，タオル事業への参入時にも，市場動向が変化した
のに合わせて参入が実践されるなど，企業の継続的な変化を促す要素（10項目，図表 4 参照）の
オプション志向が意識されていたと考えられる。
さらに，事例企業 C は，一社一貫生産体制に支えられた自社ブランド製品に加え，OEM 製品や
他社ライセンス品を扱うと同時に，販売チャネルとして卸部門と小売部門を自社でも展開すること
で，市場での優位性を獲得している。ここには，同社が組織・取引構造における継続的な変化，市
場衰退の前兆を把握した撤退を実践してきた様子がうかがえる。加えて，グループ企業による卸部
門，直営店の展開により，資源配分を適切にした効率性の向上が達成されている。
最後に事例企業 3 社は，すべて家族・一族経営の特徴を有している。そうした同族経営にあっ
ても，自社の従業員の意見に基づいて事業戦略を導入するなど，リーダーシップとマインドセット
の変化が積極的に行われていた事実もある。
このように，中小製造業は，従来から主張されてきた確立した競争優位を得るために，マグレイ
スが理論で提示した要素を活用し，戦略として導入していたのである。つまり，本論で取り上げた
事例企業 3 社は，中小製造業の特性を生かした経営を目指す過程で，一時的な競争優位の理論で
提示された要素を継続的に実践してきたからこそ，現在の確立した競争優位にたどり着いたものと
いえるのである。
逆に，現在，確固たる競争優位性を獲得できていない企業，いわゆる競争劣位企業においても，
一時的な競争優位の理論による 5 つの要素を的確に実践し続けることで，将来的には事例企業の
ように競争優位を獲得することができるものといえよう。
例えば，競争劣位企業として，◯コモディティ化が進んでいる製品を取り扱っており，価格競争
に陥っている場合，◯価格決定権のない貸与図による従属的な下請取引を継続している場合，◯顧
客の海外展開や海外調達への変更に伴い顧客を喪失してしまっている場合など，早急に新たな競争
優位を獲得する必要に迫られている中小製造業が想定できる。こうした競争劣位企業は，まず短期
的には一時的な競争優位に繋がる理論の要素を一部実践する必要があろう。その後，中長期的には
一時的な競争優位の要素を継続的に展開し続け，確固たる競争優位を獲得し，経営を安定化させる
利潤を創出しなければならない。
まず，コモディティ化が進んでいる製品を取り扱っており，価格競争に陥っている中小製造業に
は，事例企業 A と C で展開されていた取引構造，販売チャネルの拡大戦略が一つの方法となる。
すなわち，既存取引に固執して価格競争を継続するのではなく，抜本的に自社の経営資源を棚卸し
し，自社が保有する経営資源の特徴を見出す中で，マグレイスが示した 5 つの要素のうち継続的
な変化や適切な資源配分による利益率の向上を意識して，新たな取引構造，販売チャネルの構築に
取り組む必要があろう。具体的には，市場の動向を読み取って利益率の高い国内外の販売先を選択
する。これは，既存の価格競争に陥っている市場からの脱却を意味する。また，これと同時並行
で，自社外の経営資源の組み合わせによる機能分担によってコスト削減を行うことで，事業への資
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本投入を最適化する必要がある。
次に，親会社によって製品を決定づけられている，従属的な下請取引が行われている中小製造業
では，事例企業 B で示された製品の技術的な優位性を獲得することが，抜本的な取引構造の変革
に繋がる理想の事業戦略である。これを短期的に達成するためには，すでに従属的な下請取引に陥
っている中小製造業において，マグレイスが示した 5 つの要素のうちイノベーションへの習熟，
すなわちイノベーションを継続して考案，推進するグループや人材が保有されていることが前提と
なる。しかし，一般的に，従属的な下請取引の中小製造業はイノベーションへの習熟を実現する経
営資源を有していない場合が多く，このイノベーションへの習熟は中長期的な取り組みにならざる
を得ない。従って短期的に成果を上げるためには，コモディティ化の場合と同様に自社が保有する
経営資源の特徴を見出す中で，継続的な変化や適切な資源配分による利益率の向上を意識して，既
存の技術や製品を利用して新規の取引先，販売先の開拓に取り組む必要があろう。これによって，
従属的な下請取引から脱却し，中長期的な取り組みとなる既存事業を革新させるための資本を獲得
していくことになる。
最後に，顧客の海外進出に伴って取引機会を喪失している中小製造業の場合は，マグレイスが示
した 5 つの要素のうち，継続的な変化への適応や市場衰退の前兆を把握した撤退に失敗した状況
にある企業といえる。そのため，急激な売上減少に陥っている可能性も高く，前述した二つの場合
よりも，短期的に成果を上げる取り組みが必要となる。従って，イノベーションへの習熟を実現す
る経営資源を有していない場合は，前述した従属的な下請取引に陥っている中小製造業と同様の取
り組みを取らざるを得ないであろう。しかし，イノベーションへの習熟を実現する経営資源を有し
ている場合は，この取り組みに加えて，中長期的には，事例企業 B が示した製品技術の優位性の
ように，自社の強みを新たに構築していくことが求められよう。また，事例企業 C のように，自
社ブランド製品の開発，OEM 製品の受注，そして自社独自の生産・販売体制の構築（一社一貫生
産体制，海外工場展開，グループ内での製造・卸・小売業の子会社保有など）などによる事業内容
の拡充，改変を図っていく必要があろう。そして，今後，急な取引機会を喪失に陥ることを防ぐた
めに，継続的な変化への適応や市場衰退の前兆を把握した撤退を意識した事業展開を続けることが
必要不可欠となる。
以上のように，競争劣位企業の 3 つの場合において，短期的には新たな取引構造，販売チャネ
ルの構築が必要であり，いずれも何らかの形で既存の状態からの変化を実践する一時的な競争優位
の理論の応用が可能なのである。また，上述した 3 つの場合の対応策を実践するためには，マグ
レイスが理論で提唱した企業の継続的な変化を促す要素（10項目，図表 4 参照）を満たすことで
成り立つ継続的な変化や，リーダーシップとマインドセットの変化を起こすことができる経営体
質，経営体制を有する企業であることが前提となる。しかし，中小製造業が有する企業としての特
徴，つまり小規模ゆえの変化への迅速な対応力，資本力不足に基づく差異性構築の重要性，企業組
織の変革のし易さといった要素を活かすことで，競争劣位企業の場合でも，一時的な競争優位の理
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論を活用し，競争優位を再び獲得することができる可能性は残されているのである。
今回の研究では，事例企業への調査に継続性がなく，また，理論の製造業現場への浸透が薄いと
いう課題も発見された。この点は，本論で取り上げた事例先への継続調査を今後の研究で実施する
ことにより，より確かな理論導入の可能性，必要性の導出に繋げたい。
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